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	 企業間の連携を推進し、新規事業創出に取り組む。
	 DX化への取り組み事例を取引先へ展開し、サプライチェーン全体のDX化を図る。
	 取引先のカーボンニュートラルに向けて技術協力など支援する。
	 関わるすべての人（お客様・取引先・社員・地域社会）が元気になるよう取り組みます。
	 事業活動を通じて得られた利益やコストダウン等の成果配分を取引先との間で「50/50（フィフティ・フィフイティ）」となるよう分かち合います。
	 取引先には不当・不合理な依頼をせず、取引価格についてはデータ（相場）等に基づき合理的に依頼・交渉します。
	 約束手形の利用の廃止に向けて、現金払いや電子記録債権への移行に取り組みます。

